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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一対の電極間に、発光色が異なる複数の発光層が挟持された有機エレクトロルミネッセ
ンス素子であって、
　前記複数の発光層のうち少なくとも１層に、光を吸収して熱に変換する光熱変換材料が
含有され、
　前記光熱変換材料の極大吸収波長に対応する波長の光が照射されることで、前記光熱変
換材料が含有される発光層が加熱されて発光機能が変化し、発光パターンが形成されてい
ることを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素子。
【請求項２】
　前記光熱変換材料が、７５０～１２００ｎｍの波長範囲内に極大吸収波長を有すること
を特徴とする請求項１に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子。
【請求項３】
　前記光熱変換材料が、非イオン性の材料であることを特徴とする請求項１又は請求項２
に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子。
【請求項４】
　前記複数の発光層のそれぞれに、極大吸収波長の異なる前記光熱変換材料が含有され、
　前記複数の発光層のそれぞれに含有される前記光熱変換材料の極大吸収波長に対応する
波長の光がそれぞれ照射されることで、前記複数の発光層のそれぞれが加熱されて発光機
能が変化し、複数の発光パターンが形成されていることを特徴とする請求項１から請求項
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３までのいずれか一項に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子。
【請求項５】
　一対の電極間に、光を吸収して熱に変換する光熱変換材料が含有される発光層を少なく
とも１層含む、発光色が異なる複数の発光層を積層して形成する積層工程と、
　前記光熱変換材料の極大吸収波長に対応する波長の光を照射することで、前記光熱変換
材料が含有される発光層を加熱して発光機能を変化させ、発光パターンを形成する光照射
工程と、を有することを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機エレクトロルミネッセンス及び有機エレクトロルミネッセンス素子の製
造方法に関する。特に、用いられる発光材料に制限がなく、２色以上の発光パターンを有
する有機エレクトロルミネッセンス素子、及びそのような有機エレクトロルミネッセンス
素子を製造する有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、薄型の発光材料として有機発光素子が注目されている。
　有機材料のエレクトロルミネッセンス（Ｅｌｅｃｔｒｏ　Ｌｕｍｉｎｅｓｃｅｎｃｅ：
ＥＬ）を利用した有機発光素子（以下「有機ＥＬ素子」ともいう。）は、数Ｖ～数十Ｖ程
度の低電圧で発光が可能な薄膜型の完全固体素子であり、高輝度、高発光効率、薄型、軽
量といった多くの優れた特徴を有している。このため、各種ディスプレイのバックライト
、看板や非常灯等の表示板、照明光源等の面発光体として近年注目されている。
【０００３】
　このような有機ＥＬ素子は、２枚の電極間に有機材料からなる発光層が配置された構成
であり、発光層で生じた発光光は電極を透過して外部に取り出される。このため、２枚の
電極のうちの少なくとも一方は透明電極として構成され、透明電極側から発光光が取り出
される。また、有機ＥＬ素子は、低電力で高い輝度を得ることができ、視認性、応答速度
、寿命、消費電力の点で優れている。
【０００４】
　ここで、このような有機ＥＬ素子において、ガラス基板上に積層された有機機能層に対
して紫外線を照射し、当該照射部分を劣化させることで非発光領域を形成し、発光パター
ンを有する有機ＥＬ素子を製造する方法が提案されている（例えば、特許文献１及び特許
文献２参照。）。
　また、有機ＥＬ素子に紫外線照射してパターン形成する際、照射光量を変化させれば、
多階調の発光輝度を有する発光パターンを形成が可能である。
【０００５】
　しかしながら、有機ＥＬ素子で用いられる有機材料のほとんどが紫外領域に吸収ピーク
を有するため、異なる発光色の発光層が複数積層された有機ＥＬ素子に対して紫外線を照
射すると、全ての発光層において紫外線を照射した領域が発光しなくなり、複数の発光層
を選択的に非発光にすることができない。したがって、発光色が異なる発光層を２層以上
積層しても、２色以上の発光パターンを形成することができなかった。異なる発光色の発
光層を１層形成する毎に、紫外線照射する方法も考えられるが、製造工程が複雑になるた
め好ましくない。
　また、有機ＥＬ素子が、樹脂基材上に発光層が積層されてなる場合、樹脂基材自体も紫
外領域に吸収ピークを有するため、紫外線照射により樹脂基材が黄変してしまうという別
の問題もある。
【０００６】
　これに対して、特許文献３では、加熱により分子を異性化させ発光材料の発光色を変化
させる技術が開示されている。
　また、特許文献４では、第１の発光層に含有されるホスト材料と第２の発光層に含有さ
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れるホスト材料とのガラス転移点の差を利用し、これらを加熱することで、ガラス転移点
の低いホスト材料を含有する発光層のみを輝度変化させる技術が開示されている。
【０００７】
　しかしながら、特許文献３及び４に記載の技術では、発光材料として用いられる材料に
制限があり、より発光特性の良好な発光材料を適用することができないという問題があっ
た。また、２色の発光パターンを形成することができるものの、更に多くの発光パターン
を形成することが難しかった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特許第２７９３３７３号公報
【特許文献２】特開２０１２－２８３３５号公報
【特許文献３】特許第３８５５５８７号公報
【特許文献４】特許第４８５５２８６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明の課題は、上記問題・状況に鑑みてなされたものであり、用いられる発光材料に
制限がなく、２色以上の発光パターンを有する有機エレクトロルミネッセンス素子、及び
そのような有機エレクトロルミネッセンス素子を製造する有機エレクトロルミネッセンス
素子の製造方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明に係る上記課題を解決すべく、上記問題の原因等について検討した結果、一対の
電極間に、発光色が異なる複数の発光層が挟持され、当該複数の発光層うち少なくとも１
層に、光を吸収して熱に変換する光熱変換材料が含有され、前記光熱変換材料の極大吸収
波長に対応する波長の光が照射されて、前記光熱変換材料が含有される発光層が加熱され
て発光機能が変化し、発光パターンが形成されている有機エレクトロルミネッセンス素子
とすることにより、用いられる発光材料に制限がなく、２色以上の発光パターンを有する
有機エレクトロルミネッセンス素子を提供できることを見出した。
　すなわち、本発明に係る課題は、以下の手段により解決される。
【００１１】
　１．一対の電極間に、発光色が異なる複数の発光層が挟持された有機エレクトロルミネ
ッセンス素子であって、
　前記複数の発光層のうち少なくとも１層に、光を吸収して熱に変換する光熱変換材料が
含有され、
　前記光熱変換材料の極大吸収波長に対応する波長の光が照射されることで、前記光熱変
換材料が含有される発光層が加熱されて発光機能が変化し、発光パターンが形成されてい
ることを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素子。
【００１２】
　２．前記光熱変換材料が、７５０～１２００ｎｍの波長範囲内に極大吸収波長を有する
ことを特徴とする第１項に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子。
【００１３】
　３．前記光熱変換材料が、非イオン性の材料であることを特徴とする第１項又は第２項
に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子。
【００１４】
　４．前記複数の発光層のそれぞれに、極大吸収波長の異なる前記光熱変換材料が含有さ
れ、
　前記複数の発光層のそれぞれに含有される前記光熱変換材料の極大吸収波長に対応する
波長の光がそれぞれ照射されることで、前記複数の発光層のそれぞれが加熱されて発光機
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能が変化し、複数の発光パターンが形成されていることを特徴とする第１項から第３項ま
でのいずれか一項に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子。
【００１５】
　５．一対の電極間に、光を吸収して熱に変換する光熱変換材料が含有される発光層を少
なくとも１層含む、発光色が異なる複数の発光層を積層して形成する積層工程と、
　前記光熱変換材料の極大吸収波長に対応する波長の光を照射することで、前記光熱変換
材料が含有される発光層を加熱して発光機能を変化させ、発光パターンを形成する光照射
工程と、を有することを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、用いられる発光材料に制限がなく、２色以上の発光パターンを有する
有機エレクトロルミネッセンス素子、及びそのような有機エレクトロルミネッセンス素子
を製造する有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法を提供することができる。
　本発明の効果の発現機構ないし作用機構については、以下のとおりである。
　有機エレクトロルミネッセンス素子の発光層には光熱変換材料が含有され、光熱変換材
料の極大吸収波長に対応する波長の光が照射されることで、光熱変換材料が含有される発
光層が加熱されて発光機能が変化し、発光パターンが形成されているので、複数の発光層
のうち光熱変換材料が含有されている発光層のみに対して選択的にパターン形成を行うこ
とができる。このように、特定の発光層に対して選択的に発光パターンを形成することが
できるため、２色以上の発光パターンを有する有機ＥＬ素子とすることができる。また、
発光層に光熱変換材料が含有されているのみなので、発光層に用いられる発光材料に制限
がない。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明の有機エレクトロルミネッセンス素子の構成の一例を示す概略断面図
【図２Ａ】有機エレクトロルミネッセンス素子の光が照射される領域を示す図
【図２Ｂ】有機エレクトロルミネッセンス素子の光が照射される領域を示す図
【図２Ｃ】有機エレクトロルミネッセンス素子の光が照射される領域を示す図
【図２Ｄ】光照射後の有機エレクトロルミネッセンス素子の発光パターン１を示す図
【図２Ｅ】光照射後の有機エレクトロルミネッセンス素子の発光パターン２を示す図
【図２Ｆ】光照射後の有機エレクトロルミネッセンス素子の発光パターン３を示す図
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　本発明の有機エレクトロルミネッセンス素子（以下、有機ＥＬ素子ともいう。）は、一
対の電極間に、発光色が異なる複数の発光層が挟持され、前記複数の発光層のうち少なく
とも１層に、光を吸収して熱に変換する光熱変換材料が含有され、前記光熱変換材料の極
大吸収波長に対応する波長の光が照射されることで、前記光熱変換材料が含有される発光
層が加熱されて発光機能が変化し、発光パターンが形成されていることを特徴とする。こ
の特徴は、請求項１から請求項５までの請求項に係る発明に共通する技術的特徴である。
　本発明は、前記光熱変換材料が、７５０～１２００ｎｍの波長範囲内に極大吸収波長を
有することが好ましい。これにより、有機ＥＬ素子に光を照射することで、有機ＥＬ素子
を構成する各種材料を紫外線や可視光線により劣化させることがないため、精度良くパタ
ーン形成することができる。
　また、本発明は、前記光熱変換材料が、非イオン性の材料であることが好ましい。これ
により、発光層を蒸着法により形成する場合において、蒸着法に対する光熱変換材料の安
定性を高めることができる。また、そのような光熱変換材料は入手容易性に優れる。
　また、本発明は、前記複数の発光層のそれぞれに、極大吸収波長の異なる前記光熱変換
材料が含有され、前記複数の発光層のそれぞれに含有される前記光熱変換材料の極大吸収
波長に対応する波長の光がそれぞれ照射されることで、前記複数の発光層のそれぞれが加
熱されて発光機能が変化し、発光パターンが形成されていることが好ましい。これにより
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、有機ＥＬ素子が備える複数の発光層の全てに対して、それぞれ別々の発光パターンを形
成することができる。
【００１９】
　以下、本発明とその構成要素、及び本発明を実施するための形態・態様について詳細な
説明をする。なお、本願において、数値範囲を表す「～」は、その前後に記載される数値
を下限値及び上限値として含む意味で使用する。
【００２０】
　本発明の有機ＥＬ素子は、一対の電極間に、発光色が異なる複数の発光層が挟持され、
当該複数の発光層のうち少なくとも１層に、光を吸収して熱に変換する光熱変換材料が含
有され、光熱変換材料が含有された発光層に対して、光熱変換材料の極大吸収波長に対応
する波長の光が照射されることで、当該発光層が加熱されて発光機能が変化し、発光パタ
ーンが形成されているものである。
【００２１】
　ここで、本発明において「光熱変換材料の極大吸収波長に対応する波長の光」とは、光
熱変換材料の極大吸収波長よりも±１５ｎｍの波長範囲内の波長成分を含む光をいう。
　また、本発明において「パターン」とは、有機ＥＬ素子により表示される図案（図の柄
や模様）、文字、画像等をいう。「パターン化」とは、これらのパターン表示機能を持た
せることをいう。
　また、本発明において「発光パターン」とは、有機ＥＬ素子が発光する際、所定の図案
（図の柄や模様）、文字、画像等に基づいて、発光面の位置により発光強度（輝度）を変
えて光を発光させるためにあらかじめ当該有機ＥＬ素子に形成（付与）される所定の図案
（図の柄や模様）、文字、画像等を表示させる機能を有する発生源をいう。
【００２２】
　以下、本発明の有機ＥＬ素子の構成の詳細と、本発明の有機ＥＬ素子のパターン形成方
法について説明する。
【００２３】
《有機エレクトロルミネッセンス素子の構成》
　本発明に係る有機ＥＬ素子は、種々の構成を採り得るが、その一例を図１に示す。
　図１は、本発明の有機ＥＬ素子１００の構成の一例を示す概略断面図である。
【００２４】
　図１に示すように、本発明の有機ＥＬ素子１００においては、樹脂基板１３側から、第
一電極（透明電極）１、有機材料等を用いて構成された有機機能層（発光機能層）ユニッ
ト３、及び第二電極（対向電極）５ａをこの順に積層して構成されている。第一電極１（
電極層１ｂ）の端部には、取り出し電極１６が設けられている。第一電極１と外部電源（
不図示）とは、取り出し電極１６を介して、電気的に接続される。有機ＥＬ素子１００は
、発生させた光（発光光ｈ）を、少なくとも樹脂基板１３側の光取り出し面１３ａから取
り出すように構成されている。
【００２５】
　また、有機ＥＬ素子１００の層構造は、特に限定されることはなく、一般的な層構造で
あって良い。有機機能層の構成の一例を以下に示すが、本発明はこれらに限定されない。
なお、本発明の有機ＥＬ素子においては、有機機能層ユニット３が、異なる発光色の発光
層を複数有する。
【００２６】
　（ｉ）正孔注入輸送層／発光層／電子注入輸送層
　（ii）正孔注入輸送層／第１発光層／第２発光層／電子注入輸送層
　（iii）正孔注入輸送層／第１発光層／中間層／第２発光層／電子注入輸送層
　（iv）正孔注入輸送層／発光層／正孔阻止層／電子注入輸送層
　（ｖ）正孔注入輸送層／電子阻止層／発光層／正孔阻止層／電子注入輸送層
　（vi）正孔注入層／正孔輸送層／発光層／電子輸送層／電子注入層
　（vii）正孔注入層／正孔輸送層／発光層／正孔阻止層／電子輸送層／電子注入層
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　（viii）正孔注入層／正孔輸送層／電子阻止層／発光層／正孔阻止層／電子輸送層／電
子注入層
【００２７】
　図１に示す有機ＥＬ素子１００の構成を一例として、その詳細を説明する。
　図１に示す具体的な構成においては、第一電極１がアノード（すなわち陽極）として機
能し、第二電極５ａがカソード（すなわち陰極）として機能することとする。この場合、
例えば、有機機能層ユニット３は、アノードである第一電極１側から順に正孔注入層３ａ
／正孔輸送層３ｂ／発光層３ｃ／電子輸送層３ｄ／電子注入層３ｅを積層した構成が例示
されるが、このうち、少なくとも有機材料を用いて構成された発光層３ｃを有することが
必須である。正孔注入層３ａ及び正孔輸送層３ｂは、正孔輸送注入層として設けられても
良い。同様に、電子輸送層３ｄ及び電子注入層３ｅは、電子輸送注入層として設けられて
も良い。また、これらの有機機能層ユニット３のうち、例えば、電子注入層３ｅは無機材
料で構成されている場合もある。
【００２８】
　また、有機機能層ユニット３は、これらの層の他にも正孔阻止層や電子阻止層等が必要
に応じて積層されていても良い。更に、発光層３ｃは、各波長領域の発光光を発生させる
各色発光層を有し、これらの各色発光層を、非発光性の中間層を介して積層させた構造と
しても良い。中間層は、正孔阻止層、電子阻止層として機能しても良い。更に、カソード
である第二電極５ａも、必要に応じた積層構造であっても良い。このような構成において
、第一電極１と第二電極５ａとで有機機能層ユニット３が挟持された部分のみが、有機Ｅ
Ｌ素子１００における発光領域となる。
【００２９】
　また、以上のような層構成においては、第一電極１の低抵抗化を図ることを目的として
、第一電極１の電極層１ｂに接して補助電極１５が設けられていても良い。
【００３０】
　以上のような構成の有機ＥＬ素子１００は、有機材料等を用いて構成された有機機能層
ユニット３の劣化を防止することを目的として、樹脂基板１３上において、後述する封止
材１７で封止されている。この封止材１７は、接着剤１９を介して樹脂基板１３に固定さ
れている。ただし、第一電極１（取り出し電極１６）及び第二電極５ａの端子部分は、樹
脂基板１３上において有機機能層ユニット３によって互いに絶縁性を保った状態で封止材
１７から露出させた状態で設けられていることとする。
【００３１】
　また、本発明の有機ＥＬ素子１００は、有機機能層ユニット３の所定領域に、光が照射
されることにより、少なくとも２層の発光層のうちのいずれかにおいて当該光照射部分が
非発光領域とされているものである。
【００３２】
《樹脂基板》
　本発明の有機ＥＬ素子に適用する樹脂基板（以下、基体、基材、支持体等ともいう）に
おいて、プラスチック等の種類には特に限定はなく、また、透明であっても不透明であっ
ても良い。樹脂基板側から光を取り出す場合には、樹脂基板は透明であることが好ましい
。好ましく用いられる透明な樹脂基板としては、有機ＥＬ素子にフレキシブル性を与える
ことが可能な透明樹脂フィルムである。
【００３３】
　図１における樹脂基板１３は基本的に、支持体としての樹脂基材と、屈折率が１．４～
１．７の範囲内にある１層以上のガスバリアー層とで、構成されていることが好ましい。
【００３４】
（１）樹脂基材
　本発明に係る樹脂基材は、従来公知の樹脂フィルム基材を特に制限なく使用できる。本
発明で好ましく用いられる樹脂基材は、有機ＥＬ素子に必要な耐湿性及び耐気体透過性等
のガスバリアー性能を有することが好ましい。
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【００３５】
　本発明において、有機ＥＬ素子１００の樹脂基板１３側が発光面となる場合には、樹脂
基材には可視光に対して透光性を有する材料が用いられる。この場合、その光透過率は、
７０％以上であることが好ましく、７５％以上であることがより好ましく、８０％以上で
あることが更に好ましい。
【００３６】
　また、樹脂基材は可撓性を有するのが好ましい。ここでいう「可撓性」とは、φ（直径
）５０ｍｍロールに巻き付け、一定の張力で巻取る前後で割れ等が生じることのないこと
をいい、より好ましくはφ３０ｍｍロールに巻き付け可能なことをいう。
【００３７】
　本発明において、樹脂基材は、従来公知の基材であり、例えば、アクリル酸エステル、
メタクリル酸エステル、ポリメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ）等のアクリル樹脂、ポリ
エチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリブチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタ
レート（ＰＥＮ）、ポリカーボネート（ＰＣ）、ポリアリレート、ポリ塩化ビニル（ＰＶ
Ｃ）、ポリエチレン（ＰＥ）、ポリプロピレン（ＰＰ）、ポリスチレン（ＰＳ）、ナイロ
ン（Ｎｙ）、芳香族ポリアミド、ポリエーテルエーテルケトン、ポリスルホン、ポリエー
テルスルホネート、ポリイミド、ポリエーテルイミド、ポリオレフィン、エポキシ樹脂等
の各樹脂フィルムが挙げられ、更に、シクロオレフィン系やセルロースエステル系のもの
も用いることができる。また、有機無機ハイブリッド構造を有するシルセスキオキサンを
基本骨格とした耐熱透明フィルム（製品名Ｓｉｌａ－ＤＥＣ、チッソ株式会社製）、更に
は前記樹脂材料を２層以上積層して成る樹脂フィルム等を挙げることができる。
【００３８】
　これらの中で、樹脂基材としては、コストや入手容易性の観点から、ＰＥＴ、ＰＥＮ、
ＰＣ、アクリル樹脂等の樹脂フィルムが好ましく用いられる。
　中でも透明性、耐熱性、取り扱いやすさ、強度及びコストの点から、二軸延伸ポリエチ
レンテレフタレートフィルム、二軸延伸ポリエチレンナフタレートフィルムが好ましい。
　更に、熱膨張時の収縮を最大限抑えるため、熱アニール等の処理を行った低熱収処理品
が最も好ましい。
【００３９】
　樹脂基材の厚さは１０～５００μｍが好ましく、より好ましくは２０～２５０μｍであ
り、更に好ましくは３０～１５０μｍである。樹脂基材の厚さが１０～５００μｍの範囲
にあることで、安定したガスバリアー性を得られ、また、ロール・トゥ・ロール方式の搬
送に適したものになる。
【００４０】
（２）ガスバリアー層
（２．１）特性及び形成方法
　本発明に係る樹脂基板において、樹脂基板１３の樹脂基材には、屈折率が１．４～１．
７の範囲内の１層以上のガスバリアー層（低屈折率層）が設けられていても良い。このよ
うなガスバリアー層としては、公知の素材を特に制限なく使用でき、無機物又は有機物か
らなる被膜や、これらの被膜を組み合わせたハイブリッド被膜であっても良い。ガスバリ
アー層は、ＪＩＳ－Ｋ－７１２９－１９９２に準拠した方法で測定された、水蒸気透過度
（２５±０．５℃、相対湿度９０±２％ＲＨ）が０．０１ｇ／（ｍ２・２４時間）以下の
ガスバリアー性フィルムであることが好ましく、また、ＪＩＳ－Ｋ－７１２６－１９８７
に準拠した方法で測定された酸素透過度が１×１０－３ｍｌ／（ｍ２・２４時間・ａｔｍ
）以下、水蒸気透過度が１×１０－５ｇ／（ｍ２・２４時間）以下の高ガスバリアー性フ
ィルムであることがより好ましい。
【００４１】
　このようなガスバリアー層を形成する材料としては、水分や酸素等素子の劣化をもたら
すものの浸入を抑制する機能を有する材料であれば良く、例えば、酸化ケイ素、二酸化ケ
イ素、窒化ケイ素等を用いることができる。更に、当該ガスバリアー層の脆弱さを改良す
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るため、これら無機層に、応力緩和層として有機材料からなる有機層を積層する構造とし
ても良い。無機層と有機層の積層順については特に制限はないが、両者を交互に複数回積
層させる構成が好ましい。
【００４２】
　ガスバリアー層の形成方法については、特に限定はなく、例えば、真空蒸着法、スパッ
タリング法、反応性スパッタリング法、分子線エピタキシー法、クラスターイオンビーム
法、イオンプレーティング法、プラズマ重合法、大気圧プラズマ重合法、プラズマＣＶＤ
法、レーザーＣＶＤ法、熱ＣＶＤ法、コーティング法等を用いることができるが、特開２
００４－６８１４３号公報に記載の大気圧プラズマ重合法によるものが特に好ましい。
【００４３】
（２．２）無機前駆体化合物による形成方法
　また、ガスバリアー層として、樹脂基材上に、少なくとも１層の無機前駆体化合物を含
有する塗布液を塗布して塗膜を形成した後、当該塗膜にエキシマランプ等で改質処理を施
して無機層を形成する方法であっても良い。
【００４４】
　塗布方法としては、従来公知の湿式塗布方式を適用することができ、例えば、ローラー
コート法、フローコート法、インクジェット法、スプレーコート法、プリント法、ディッ
プコート法、流延成膜法、バーコート法、グラビア印刷法等が挙げられる。
【００４５】
　塗膜の厚さは、目的に応じて適切に設定され得る。例えば、塗膜の厚さは、乾燥後の層
厚が好ましくは０．００１～１０μｍの範囲内であり、更に好ましくは０．０１～１０μ
ｍの範囲内であり、最も好ましくは０．０３～１μｍの範囲内となるように設定すること
が好ましい。
【００４６】
　本発明に用いられる無機前駆体化合物とは、特定の雰囲気下で真空紫外線（エキシマ光
）照射によって金属酸化物や金属窒化物や金属酸化窒化物を形成しうる化合物であれば特
に限定されないが、本発明において、ガスバリアー層の形成に適する化合物としては、特
開平８－１１２８７９号公報に記載されているように比較的低温で改質処理され得る化合
物が好ましい。
【００４７】
　具体的には、Ｓｉ－Ｏ－Ｓｉ結合を有するポリシロキサン（ポリシルセスキオキサンを
含む）、Ｓｉ－Ｎ－Ｓｉ結合を有するポリシラザン、Ｓｉ－Ｏ－Ｓｉ結合とＳｉ－Ｎ－Ｓ
ｉ結合の両方を含むポリシロキサザン等を挙げることができる。これらは２種以上を混合
して使用することができる。また、異なる化合物を逐次積層したり、同時積層したりして
も使用可能である。
【００４８】
《第一電極：透明電極》
　本発明の有機ＥＬ素子を構成する第一電極は、通常、有機ＥＬ素子に使用可能な全ての
電極を適用することができる。具体的には、アルミニウム、銀、マグネシウム、リチウム
、マグネシウム／銅混合物、マグネシウム／銀混合物、マグネシウム／アルミニウム混合
物、マグネシウム／インジウム混合物、インジウム、リチウム／アルミニウム混合物、希
土類金属、ＩＴＯ、ＺｎＯ、ＴｉＯ２、ＳｎＯ２等の酸化物半導体等が挙げられる。
【００４９】
　本発明においては、第一電極としては透明電極であることが好ましい。
【００５０】
　例えば、図１に示すように、第一電極１は、樹脂基板１３側から、下地層１ａと、この
上部に成膜された電極層１ｂとを順に積層した２層構造であることが好ましい。電極層１
ｂは、例えば、銀又は銀を主成分とする合金を用いて構成された層であり、下地層１ａは
、例えば、窒素原子を含んだ化合物を用いて構成された層である。
【００５１】



(9) JP 6252590 B2 2017.12.27

10

20

30

40

50

　なお、第一電極１でいう透明とは、波長５５０ｎｍでの光透過率が５０％以上であるこ
とをいう。また、電極層１ｂにおいていう主成分とは、電極層１ｂ中の含有量が９８質量
％以上であることをいう。
【００５２】
（１）下地層
　下地層１ａは、電極層１ｂの樹脂基板１３側に設けられる層である。下地層１ａを構成
する材料としては、特に限定されるものではなく、銀又は銀を主成分とする合金からなる
電極層１ｂの成膜に際し、銀の凝集を抑制できるものであれば良く、例えば、窒素原子を
含んだ含窒素化合物等が挙げられる。
【００５３】
　下地層１ａが、低屈折率材料（屈折率１．７未満）からなる場合、その層厚の上限とし
ては、５０ｎｍ未満である必要があり、３０ｎｍ未満であることが好ましく、１０ｎｍ未
満であることが更に好ましく、５ｎｍ未満であることが特に好ましい。層厚を５０ｎｍ未
満とすることにより、光学的ロスを最小限に抑えられる。一方、層厚の下限としては、０
．０５ｎｍ以上が必要であり、０．１ｎｍ以上であることが好ましく、０．３ｎｍ以上で
あることが特に好ましい。層厚を０．０５ｎｍ以上とすることにより、下地層１ａの成膜
を均一とし、その効果（銀の凝集抑制）を均一とすることができる。
【００５４】
　下地層１ａが、高屈折率材料（屈折率１．７以上）からなる場合、その層厚の上限とし
ては特に制限はなく、層厚の下限としては上記低屈折率材料からなる場合と同様である。
【００５５】
　ただし、単なる下地層１ａの機能としては、均一な成膜が得られる必要膜厚で形成され
れば十分である。
【００５６】
　下地層１ａの成膜方法としては、例えば、塗布法、インクジェット法、コーティング法
、ディップ法などのウェットプロセスを用いる方法や、蒸着法（抵抗加熱、ＥＢ法など）
、スパッタ法、ＣＶＤ法等のドライプロセスを用いる方法等が挙げられる。中でも、蒸着
法が好ましく適用される。
【００５７】
　下地層１ａを構成する窒素原子を含んだ化合物としては、分子内に窒素原子を含んでい
る化合物であれば特に限定されないが、窒素原子をヘテロ原子とした複素環を有する化合
物であることが好ましい。窒素原子をヘテロ原子とした複素環としては、例えば、アジリ
ジン、アジリン、アゼチジン、アゼト、アゾリジン、アゾール、アジナン、ピリジン、ア
ゼパン、アゼピン、イミダゾール、ピラゾール、オキサゾール、チアゾール、イミダゾリ
ン、ピラジン、モルホリン、チアジン、インドール、イソインドール、ベンゾイミダゾー
ル、プリン、キノリン、イソキノリン、キノキサリン、シンノリン、プテリジン、アクリ
ジン、カルバゾール、ベンゾ－Ｃ－シンノリン、ポルフィリン、クロリン、コリン等が挙
げられる。
【００５８】
（２）電極層
　電極層１ｂは、銀又は銀を主成分とした合金を用いて構成された層であって、下地層１
ａ上に成膜される。
【００５９】
　このような電極層１ｂの成膜方法としては、例えば、塗布法、インクジェット法、コー
ティング法、ディップ法等のウェットプロセスを用いる方法や、蒸着法（抵抗加熱、ＥＢ
法など）、スパッタ法、ＣＶＤ法等のドライプロセスを用いる方法等が挙げられる。中で
も、蒸着法が好ましく適用される。
【００６０】
　また、電極層１ｂは、下地層１ａ上に成膜することにより、電極層１ｂ成膜後の高温ア
ニール処理等がなくても十分に導電性を有することを特徴とするが、必要に応じて、成膜
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後に高温アニール処理等を行ったものであっても良い。
【００６１】
　電極層１ｂを構成する銀（Ａｇ）を主成分とする合金としては、例えば、銀マグネシウ
ム（ＡｇＭｇ）、銀銅（ＡｇＣｕ）、銀パラジウム（ＡｇＰｄ）、銀パラジウム銅（Ａｇ
ＰｄＣｕ）、銀インジウム（ＡｇＩｎ）等が挙げられる。
【００６２】
　以上のような電極層１ｂは、銀又は銀を主成分とした合金の層が、必要に応じて複数の
層に分けて積層された構成であっても良い。
【００６３】
　更に、この電極層１ｂは、層厚が４～９ｎｍの範囲内にあることが好ましい。層厚が９
ｎｍより薄い場合には、層の吸収成分又は反射成分が少なく、第一電極１の透過率が大き
くなる。また、層厚が４ｎｍより厚い場合には、層の導電性を十分に確保することができ
る。
【００６４】
　なお、以上のような下地層１ａとこの上部に成膜された電極層１ｂとからなる積層構造
の第一電極１は、電極層１ｂの上部が保護膜で覆われていたり、別の電極層が積層されて
いたりしても良い。この場合、第一電極１の光透過性を損なうことのないように、保護膜
及び別の電極層が光透過性を有することが好ましい。
【００６５】
《有機機能層ユニット》
（１）発光層
　有機機能層ユニット３には、少なくとも発光層３ｃが含まれる。
　本発明の有機ＥＬ素子は、発光色が異なる複数の発光層を備えるものであるが、少なく
とも異なる２色の発光色の発光層を備えていれば良く、これに加えて、当該２色のいずれ
かと同色の発光色の発光層を更に備えていても良い。例えば、有機ＥＬ素子は、青色発光
層１層と赤色発光層１層とを備えているものとしても良いし、青色発光層２層と赤色発光
層１層とを備えているものとしても良い。
【００６６】
　本発明に用いられる発光層３ｃには、発光材料としてリン光発光化合物が含有されてい
ることが好ましい。なお、発光材料として、蛍光材料が使用されても良いし、リン光発光
化合物と蛍光材料とを併用しても良い。
【００６７】
　発光層３ｃは、電極又は電子輸送層３ｄから注入された電子と、正孔輸送層３ｂから注
入された正孔とが再結合して発光する層であり、発光する部分は発光層３ｃの層内であっ
ても発光層３ｃと隣接する層との界面であっても良い。
【００６８】
　このような発光層３ｃとしては、含まれる発光材料が発光要件を満たしていれば、その
構成には特に制限はない。また、同一の発光スペクトルや発光極大波長を有する層が複数
層あっても良い。この場合、各発光層３ｃ間には、非発光性の中間層（図示略）を有して
いることが好ましい。
【００６９】
　発光層３ｃの層厚の総和は１～１００ｎｍの範囲内にあることが好ましく、より低い駆
動電圧を得ることができることから１～４０ｎｍの範囲内であることがより好ましい。
【００７０】
　なお、発光層３ｃの層厚の総和とは、発光層３ｃ間に非発光性の中間層が存在する場合
には、当該中間層も含む層厚である。ただし、複数の発光層ユニットを、中間コネクター
層を介して積層する、いわゆるタンデム型素子の場合には、ここでいう発光層とは各発光
ユニット内の発光層部分を指す。また、中間コネクター層の材料としては、電子輸送材料
にＮ型材料をドープしたものや、アルカリ金属、アルカリ土類金属、それらの金属錯体等
を用いることができる。
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【００７１】
　複数層を積層した構成の発光層３ｃの場合、個々の発光層の層厚としては、１～５０ｎ
ｍの範囲内に調整することが好ましく、更に、１～２０ｎｍの範囲内に調整することがよ
り好ましい。積層された複数の発光層が、青、緑、赤のそれぞれの発光色に対応する場合
、青、緑、赤の各発光層の層厚の関係については、特に制限はない。
【００７２】
　以上のような発光層３ｃは、公知の発光材料やホスト化合物を、例えば、真空蒸着法、
スピンコート法、キャスト法、ＬＢ法、インクジェット法等の公知の薄膜形成方法により
成膜して形成することができる。
【００７３】
　また、発光層３ｃは、複数の発光材料を混合しても良い。
【００７４】
　発光層３ｃの構成として、ホスト化合物（発光ホスト等ともいう。）、発光材料（発光
ドーパントともいう。）及び光熱変換材料を含有し、発光材料より発光させることが好ま
しい。
【００７５】
　本発明に適用可能な発光ドーパントとしては、例えば、国際公開第２００５／０７６３
８０号、国際公開第２０１０／０３２６６３号、国際公開第２００８／１４０１１５号、
国際公開第２００７／０５２４３１号、国際公開第２０１１／１３４０１３号、国際公開
第２０１１／１５７３３９号、国際公開第２０１０／０８６０８９号、国際公開第２００
９／１１３６４６号、国際公開第２０１２／０２０３２７号、国際公開第２０１１／０５
１４０４号、国際公開第２０１１／００４６３９号、国際公開第２０１１／０７３１４９
号、特開２０１２－０６９７３７号公報、特開２００９－１１４０８６号公報、特開２０
０３－８１９８８号公報、特開２００２－３０２６７１号公報、特開２００２－３６３５
５２号公報等に記載の化合物を挙げることができる。
【００７６】
　また、ホスト化合物としては、例えば、特開２００１－２５７０７６号公報、同２００
２－３０８８５５号公報、同２００１－３１３１７９号公報、同２００２－３１９４９１
号公報、同２００１－３５７９７７号公報、同２００２－３３４７８６号公報、同２００
２－８８６０号公報、同２００２－３３４７８７号公報、同２００２－１５８７１号公報
、同２００２－３３４７８８号公報、同２００２－４３０５６号公報、同２００２－３３
４７８９号公報、同２００２－７５６４５号公報、同２００２－３３８５７９号公報、同
２００２－１０５４４５号公報、同２００２－３４３５６８号公報、同２００２－１４１
１７３号公報、同２００２－３５２９５７号公報、同２００２－２０３６８３号公報、同
２００２－３６３２２７号公報、同２００２－２３１４５３号公報、同２００３－３１６
５号公報、同２００２－２３４８８８号公報、同２００３－２７０４８号公報、同２００
２－２５５９３４号公報、同２００２－２６０８６１号公報、同２００２－２８０１８３
号公報、同２００２－２９９０６０号公報、同２００２－３０２５１６号公報、同２００
２－３０５０８３号公報、同２００２－３０５０８４号公報、同２００２－３０８８３７
号公報、米国特許公開第２００３／０１７５５５３号明細書、米国特許公開第２００６／
０２８０９６５号明細書、米国特許公開第２００５／０１１２４０７号明細書、米国特許
公開第２００９／００１７３３０号明細書、米国特許公開第２００９／００３０２０２号
明細書、米国特許公開第２００５／２３８９１９号明細書、国際公開第２００１／０３９
２３４号、国際公開第２００９／０２１１２６号、国際公開第２００８／０５６７４６号
、国際公開第２００４／０９３２０７号、国際公開第２００５／０８９０２５号、国際公
開第２００７／０６３７９６号、国際公開第２００７／０６３７５４号、国際公開第２０
０４／１０７８２２号、国際公開第２００５／０３０９００号、国際公開第２００６／１
１４９６６号、国際公開第２００９／０８６０２８号、国際公開第２００９／００３８９
８号、国際公開第２０１２／０２３９４７号、特開２００８－０７４９３９号公報、特開
２００７－２５４２９７号公報、ＥＰ第２０３４５３８号明細書等に記載されている化合
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物を挙げることができる。
【００７７】
（１．１）光熱変換材料
　本発明の有機ＥＬ素子の複数の発光層のうち少なくとも１層に含有される光熱変換材料
は、光を吸収し、熱に変換する材料である。この光熱変換材料の極大吸収波長に対応する
波長の光を有機ＥＬ素子に照射することで、光熱変換材料が加熱され、当該光熱変換材料
を含有する発光層の発光材料がガラス転移点以上に加熱されアモルファスな層から結晶性
の層へと変換される。これにより、光熱変換材料を含有する発光層のうち当該光照射領域
が非発光となる。光熱変換材料の極大吸収波長は、有機ＥＬ素子の発光色への影響を小さ
くするため、７５０ｎｍ以上１２００ｎｍ以下の波長範囲内であることが好ましい。
【００７８】
　光熱変換材料は、可視光領域の波長成分を吸収しないことが好ましいが、ごく僅かに緑
色や灰色に着色していても良い。
【００７９】
　発光層を蒸着法で形成する場合、光熱変換材料としては、各種の有機又は無機の染料、
色素、金属、金属錯体、金属酸化物、金属炭化物、金属ホウ化物等が用いられる。
【００８０】
　光熱変換材料として用いられる有機材料としては、例えば、シアニン系化合物、フタロ
シアニン系化合物、ナフタロシアニン系化合物、メロシアニン系化合物、アゾ系化合物、
ポリメチン系化合物、スクアリリウム系化合物、クロコニウム系化合物、ピリリウム系化
合物、チオピリリウム系化合物、ペリレン系化合物、クォタリレン系化合物、ジインモニ
ウム系化合物、ピロロピロール系化合物、ジチオール金属錯体、ジチオレン金属錯体等を
挙げることができる。これらの１種又は必要に応じて２種以上を用いることができる。
【００８１】
　光熱変換材料としては、蒸着法に対する安定性に優れる観点から、非イオン性の材料が
好ましい。非イオン性の光熱変換材料としては、例えば、フタロシアニン系化合物、ナフ
タロシアニン系化合物、ペリレン系化合物、クォタリレン系化合物が挙げられる。市販の
材料としては、クォタリレン系化合物としては「Ｌｕｍｏｇｅｎ ＩＲ－７６５」、ペリ
レン系化合物としては「ＬｕｍｏｇｅｎＩＲ－７８８」（いずれも商品名、ＢＡＳＦ社製
）、フタロシアニン系化合物としては「イーエクスカラーＩＲ－１０」、「イーエクスカ
ラーＩＲ－１２」、「イーエクスカラーＩＲ－１４」、「イーエクスカラーＩＲ－２０」
、「イーエクスカラーＨＡ－１」、「イーエクスカラーＨＡ－１４」（いずれも商品名、
日本触媒社製）、「ＰＲＯ－ＪＥＴ８００ＮＰ」、「ＰＲＯ－ＪＥＴ８３０ＮＰ」（いず
れも商品名、富士フイルム社製）、「ＹＫＲ－３０７０」、「ＹＫＲ－３０８０」（いず
れも商品名、山本化成社製）等が挙げられる。
【００８２】
　これらの光熱変換材料は、発光層中に０．０５～１０体積％の範囲で含有することが好
ましく、特に好ましくは０．１～５体積％の範囲である。光熱変換材料の含有量を０．０
５体積％以上とすることで、光熱変換材料に光を照射することで発光層の発光機能を十分
に変化させることができ、１０体積％以下とすることで、光熱変換材料に光を照射したと
きの発光層の温度を調整しやすい。
【００８３】
　また、複数の発光層にそれぞれ極大吸収波長の異なる光熱変換材料を含有させても良い
。この場合、複数の発光層にそれぞれ含有される各光熱変換材料の極大吸収波長に対応す
る波長の光をそれぞれ照射する。これにより、封止後の有機ＥＬ素子に対して、各発光層
に選択的に発光パターンを形成することができる。このような場合、それぞれの発光層に
含有させる光熱変換材料の極大吸収波長は互いに３０ｎｍ以上離れていることが好ましい
。互いの極大吸収波長の差が３０ｎｍ未満であると、吸収波形がブロードな光熱変換材料
の場合、光を照射した発光層が全て非発光となってしまう可能性がある。
【００８４】
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　なお、発光層に含有される光熱変換材料の種類及び含有量は、上記した範囲であること
が好ましいが、発光層の層厚や発光層を構成する発光材料に応じて適宜設定されるもので
あり、上記範囲に限定されるものではない。
【００８５】
（１．２）発光層材料のガラス転移点
　本発明の有機ＥＬ素子の発光層に用いられる材料は、保存性の観点から、ガラス転移点
が１００℃以上であることが好ましく、より好ましくは１１０℃以上である。ガラス転移
点が１００℃未満の場合、長期の保存で輝度の低下や、発光時の素子内部の熱の影響によ
る寿命の劣化が起きやすくなる。
　本発明では、光熱変換材料がレーザーの光を吸収することで、瞬間的に非常に高い温度
で加熱される。そのため、発光層がガラス転移点の高い発光材料で構成されていても、パ
ターン形成を行うことができ、材料の制限なく２色以上の発光パターンを有する有機ＥＬ
素子とすることができる。
【００８６】
（２）注入層
　注入層とは、駆動電圧低下や発光輝度向上のために電極と発光層３ｃの間に設けられる
層のことで、「有機ＥＬ素子とその工業化最前線（１９９８年１１月３０日エヌ・ティー
・エス社発行）」の第２編第２章「電極材料」（１２３～１６６頁）に、その詳細が記載
されており、正孔注入層３ａと電子注入層３ｅとがある。
【００８７】
　注入層は、必要に応じて設けることができる構成層である。正孔注入層３ａであれば、
アノードと発光層３ｃ又は正孔輸送層３ｂの間、電子注入層３ｅであればカソードと発光
層３ｃ又は電子輸送層３ｄとの間に存在させても良い。
【００８８】
　正孔注入層３ａは、特開平９－４５４７９号公報、同９－２６００６２号公報、同８－
２８８０６９号公報等にもその詳細が記載されており、具体例として、銅フタロシアニン
に代表されるフタロシアニン層、酸化バナジウムに代表される酸化物層、アモルファスカ
ーボン層、ポリアニリン（エメラルディン）やポリチオフェン等の導電性高分子を用いた
高分子層等が挙げられる。また、特表２００３－５１９４３２号公報に記載される材料を
使用することも好ましい。
【００８９】
　電子注入層３ｅは、特開平６－３２５８７１号公報、同９－１７５７４号公報、同１０
－７４５８６号公報等にもその詳細が記載されており、具体的にはストロンチウムやアル
ミニウム等に代表される金属層、フッ化カリウムに代表されるアルカリ金属ハライド層、
フッ化マグネシウムに代表されるアルカリ土類金属化合物層、酸化モリブデンに代表され
る酸化物層等が挙げられる。本発明においては、電子注入層３ｅはごく薄い層であること
が望ましく、素材にもよるがその層厚は１ｎｍ～１０μｍの範囲が好ましい。
【００９０】
（３）正孔輸送層
　正孔輸送層３ｂは、正孔を輸送する機能を有する正孔輸送材料からなり、広い意味で正
孔注入層３ａ、電子阻止層も正孔輸送層３ｂに含まれる。正孔輸送層３ｂは単層又は複数
層設けることができる。
【００９１】
　正孔輸送材料としては、正孔の注入又は輸送、電子の障壁性のいずれかの特性を有する
ものであり、有機物、無機物のいずれであっても良い。例えば、トリアゾール誘導体、オ
キサジアゾール誘導体、イミダゾール誘導体、ポリアリールアルカン誘導体、ピラゾリン
誘導体及びピラゾロン誘導体、フェニレンジアミン誘導体、アリールアミン誘導体、アミ
ノ置換カルコン誘導体、オキサゾール誘導体、スチリルアントラセン誘導体、フルオレノ
ン誘導体、ヒドラゾン誘導体、スチルベン誘導体、シラザン誘導体、アニリン系共重合体
、また、導電性高分子オリゴマー、特にチオフェンオリゴマー等が挙げられる。
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【００９２】
　正孔輸送材料としては、上記のものを使用することができるが、更に、ポルフィリン化
合物、芳香族第３級アミン化合物及びスチリルアミン化合物、特に芳香族第３級アミン化
合物を用いることが好ましい。
【００９３】
　芳香族第３級アミン化合物及びスチリルアミン化合物の代表例としては、例えば、Ｎ，
Ｎ，Ｎ′，Ｎ′－テトラフェニル－４，４′－ジアミノフェニル；Ｎ，Ｎ′－ジフェニル
－Ｎ，Ｎ′－ビス（３－メチルフェニル）－〔１，１′－ビフェニル〕－４，４′－ジア
ミン（略称：ＴＰＤ）；２，２－ビス（４－ジ－ｐ－トリルアミノフェニル）プロパン；
１，１－ビス（４－ジ－ｐ－トリルアミノフェニル）シクロヘキサン；Ｎ，Ｎ，Ｎ′，Ｎ
′－テトラ－ｐ－トリル－４，４′－ジアミノビフェニル；１，１－ビス（４－ジ－ｐ－
トリルアミノフェニル）－４－フェニルシクロヘキサン；ビス（４－ジメチルアミノ－２
－メチルフェニル）フェニルメタン；ビス（４－ジ－ｐ－トリルアミノフェニル）フェニ
ルメタン；Ｎ，Ｎ′－ジフェニル－Ｎ，Ｎ′－ジ（４－メトキシフェニル）－４，４′－
ジアミノビフェニル；Ｎ，Ｎ，Ｎ′，Ｎ′－テトラフェニル－４，４′－ジアミノジフェ
ニルエーテル；４，４′－ビス（ジフェニルアミノ）クオードリフェニル；Ｎ，Ｎ，Ｎ－
トリ（ｐ－トリル）アミン；４－（ジ－ｐ－トリルアミノ）－４′－〔４－（ジ－ｐ－ト
リルアミノ）スチリル〕スチルベン；４－Ｎ，Ｎ－ジフェニルアミノ－（２－ジフェニル
ビニル）ベンゼン；３－メトキシ－４′－Ｎ，Ｎ－ジフェニルアミノスチルベンゼン；Ｎ
－フェニルカルバゾール、更には米国特許第５０６１５６９号明細書に記載されている２
個の縮合芳香族環を分子内に有するもの、例えば、４，４′－ビス〔Ｎ－（１－ナフチル
）－Ｎ－フェニルアミノ〕ビフェニル（略称：ＮＰＤ）、特開平４－３０８６８８号公報
に記載されているトリフェニルアミンユニットが三つスターバースト型に連結された４，
４′，４″－トリス〔Ｎ－（３－メチルフェニル）－Ｎ－フェニルアミノ〕トリフェニル
アミン（略称：ＭＴＤＡＴＡ）等が挙げられる。
【００９４】
　更にこれらの材料を高分子鎖に導入した、又はこれらの材料を高分子の主鎖とした高分
子材料を用いることもできる。また、ｐ型－Ｓｉ、ｐ型－ＳｉＣ等の無機化合物も正孔注
入材料、正孔輸送材料として使用することができる。
【００９５】
　また、特開平１１－２５１０６７号公報、Ｊ．Ｈｕａｎｇ　ｅｔ．ａｌ．，Ａｐｐｌｉ
ｅｄ　Ｐｈｙｓｉｃｓ　Ｌｅｔｔｅｒｓ，８０（２００２），ｐ．１３９に記載されてい
るようないわゆる、ｐ型正孔輸送材料を用いることもできる。本発明においては、より高
効率の発光素子が得られることから、これらの材料を用いることが好ましい。
【００９６】
　正孔輸送層３ｂは、上記正孔輸送材料を、例えば、真空蒸着法、スピンコート法、キャ
スト法、インクジェット法を含む印刷法、ＬＢ法等の公知の方法により、薄膜化すること
により形成することができる。正孔輸送層３ｂの層厚については特に制限はないが、通常
は５ｎｍ～５μｍ程度、好ましくは５～２００ｎｍである。この正孔輸送層３ｂは、上記
材料の１種又は２種以上からなる１層構造であっても良い。
【００９７】
　また、正孔輸送層３ｂの材料に不純物をドープして輸送性を高くすることもできる。そ
の例としては、特開平４－２９７０７６号公報、特開２０００－１９６１４０号公報、同
２００１－１０２１７５号公報、Ｊ．Ａｐｐｌ．Ｐｈｙｓ．，９５，５７７３（２００４
）等に記載されたものが挙げられる。
【００９８】
（４）電子輸送層
　電子輸送層３ｄは、電子を輸送する機能を有する材料からなり、広い意味で電子注入層
３ｅ、正孔阻止層（図示略）も電子輸送層３ｄに含まれる。電子輸送層３ｄは単層構造又
は複数層の積層構造として設けることができる。
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【００９９】
　単層構造の電子輸送層３ｄ、及び、積層構造の電子輸送層３ｄにおいて、発光層３ｃに
隣接する層部分を構成する電子輸送材料（正孔阻止材料を兼ねる）としては、カソードよ
り注入された電子を発光層３ｃに伝達する機能を有していれば良い。このような材料とし
ては従来公知の化合物の中から任意のものを選択して用いることができる。例えば、ニト
ロ置換フルオレン誘導体、ジフェニルキノン誘導体、チオピランジオキシド誘導体、カル
ボジイミド、フレオレニリデンメタン誘導体、アントラキノジメタン、アントロン誘導体
及びオキサジアゾール誘導体等が挙げられる。更に、上記オキサジアゾール誘導体におい
て、オキサジアゾール環の酸素原子を硫黄原子に置換したチアジアゾール誘導体、電子吸
引基として知られているキノキサリン環を有するキノキサリン誘導体も、電子輸送層３ｄ
の材料として用いることができる。更にこれらの材料を高分子鎖に導入した、又はこれら
の材料を高分子の主鎖とした高分子材料を用いることもできる。
【０１００】
　また、８－キノリノール誘導体の金属錯体、例えば、トリス（８－キノリノール）アル
ミニウム（略称：Ａｌｑ３）、トリス（５，７－ジクロロ－８－キノリノール）アルミニ
ウム、トリス（５，７－ジブロモ－８－キノリノール）アルミニウム、トリス（２－メチ
ル－８－キノリノール）アルミニウム、トリス（５－メチル－８－キノリノール）アルミ
ニウム、ビス（８－キノリノール）亜鉛（略称：Ｚｎｑ）等、及びこれらの金属錯体の中
心金属がＩｎ、Ｍｇ、Ｃｕ、Ｃａ、Ｓｎ、Ｇａ又はＰｂに置き替わった金属錯体も、電子
輸送層３ｄの材料として用いることができる。
【０１０１】
　その他、メタルフリー若しくはメタルフタロシアニン、又はそれらの末端がアルキル基
やスルホン酸基等で置換されているものも、電子輸送層３ｄの材料として好ましく用いる
ことができる。また、発光層３ｃの材料としても例示されるジスチリルピラジン誘導体も
電子輸送層３ｄの材料として用いることができるし、正孔注入層３ａ、正孔輸送層３ｂと
同様にｎ型－Ｓｉ、ｎ型－ＳｉＣ等の無機半導体も電子輸送層３ｄの材料として用いるこ
とができる。
【０１０２】
　電子輸送層３ｄは、上記材料を、例えば、真空蒸着法、スピンコート法、キャスト法、
インクジェット法を含む印刷法、ＬＢ法等の公知の方法により、薄膜化することにより形
成することができる。電子輸送層３ｄの層厚については特に制限はないが、通常は５ｎｍ
～５μｍ程度、好ましくは５～２００ｎｍである。電子輸送層３ｄは上記材料の１種又は
２種以上からなる１層構造であっても良い。
【０１０３】
　また、電子輸送層３ｄに不純物をドープし、輸送性を高くすることもできる。その例と
しては、特開平４－２９７０７６号公報、同１０－２７０１７２号公報、特開２０００－
１９６１４０号公報、同２００１－１０２１７５号公報、Ｊ．Ａｐｐｌ．Ｐｈｙｓ．，９
５，５７７３（２００４）等に記載されたものが挙げられる。更に電子輸送層３ｄには、
カリウムやカリウム化合物などを含有させることが好ましい。カリウム化合物としては、
例えば、フッ化カリウム等を用いることができる。このように電子輸送層３ｄのｎ性を高
くすると、より低消費電力の素子を作製することができる。
【０１０４】
　また電子輸送層３ｄの材料（電子輸送性化合物）として、上述した下地層１ａを構成す
る材料と同様のものを用いても良い。これは、電子注入層３ｅを兼ねた電子輸送層３ｄで
あっても同様であり、上述した下地層１ａを構成する材料と同様のものを用いても良い。
【０１０５】
（５）阻止層
　阻止層としては正孔阻止層及び電子阻止層が挙げられ、有機機能層ユニット３として、
上記各機能層の他に、更に設けられていても良い。例えば、特開平１１－２０４２５８号
公報、同１１－２０４３５９号公報、及び「有機ＥＬ素子とその工業化最前線（１９９８
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年１１月３０日エヌ・ティー・エス社発行）」の２３７頁等に記載されている正孔阻止（
ホールブロック）層がある。
【０１０６】
　正孔阻止層とは、広い意味では、電子輸送層３ｄの機能を有する。正孔阻止層は、電子
を輸送する機能を有しつつ正孔を輸送する能力が著しく小さい正孔阻止材料からなり、電
子を輸送しつつ正孔を阻止することで電子と正孔の再結合確率を向上させることができる
。また、前記電子輸送層３ｄの構成を必要に応じて、正孔阻止層として用いることができ
る。正孔阻止層は、発光層３ｃに隣接して設けられていることが好ましい。
【０１０７】
　一方、電子阻止層とは、広い意味では、正孔輸送層３ｂの機能を有する。電子阻止層は
、正孔を輸送する機能を有しつつ電子を輸送する能力が著しく小さい材料からなり、正孔
を輸送しつつ電子を阻止することで電子と正孔の再結合確率を向上させることができる。
また、前記正孔輸送層３ｂの構成を必要に応じて電子阻止層として用いることができる。
本発明において、正孔阻止層の層厚としては、好ましくは３～１００ｎｍの範囲内であり
、更に好ましくは５～３０ｎｍの範囲内である。
【０１０８】
《第二電極》
　第二電極（対向電極）５ａは、有機機能層ユニット３に電子を供給するカソードとして
機能する電極膜であり、金属、合金、有機又は無機の導電性化合物、及びこれらの混合物
により構成されている。具体的には、アルミニウム、銀、マグネシウム、リチウム、マグ
ネシウム／銅混合物、マグネシウム／銀混合物、マグネシウム／アルミニウム混合物、マ
グネシウム／インジウム混合物、インジウム、リチウム／アルミニウム混合物、希土類金
属、インジウムドープ酸化スズ（ＩＴＯ）、ＺｎＯ、ＴｉＯ２、ＳｎＯ２等の酸化物半導
体等が挙げられる。
【０１０９】
　第二電極５ａは、これらの導電性材料を蒸着やスパッタリング等の方法により薄膜を形
成させることにより作製することができる。また、第二電極５ａとしてのシート抵抗は、
数百Ω／□以下が好ましく、膜厚は通常５ｎｍ～５μｍの範囲内、好ましくは５～２００
ｎｍの範囲内で選ばれる。
【０１１０】
　なお、この有機ＥＬ素子１００が、第二電極５ａ側からも発光光ｈを取り出すものであ
る場合であれば、上述した導電性化合物のうち、光透過性の良好な導電性化合物を選択し
て第二電極５ａを構成すれば良い。
【０１１１】
《取り出し電極》
　取り出し電極１６は、第一電極１と外部電源とを電気的に接続するものであって、その
材料としては特に限定されるものではなく、公知の電極材料を好適に使用できるが、例え
ば、３層構造からなるＭＡＭ電極（Ｍｏ／Ａｌ・Ｎｄ合金／Ｍｏ）等の金属膜を用いるこ
とができる。
【０１１２】
《補助電極》
　補助電極１５は、第一電極１の抵抗値を下げる目的で設けるものであって、第一電極１
の電極層１ｂに接して設けられる。補助電極１５を形成する材料は、金、白金、銀、銅、
アルミニウム等の抵抗値が低い金属材料が好ましい。これらの金属材料は、光透過性が低
いため、光取り出し面１３ａからの発光光ｈの取り出しの影響のない範囲でパターン形成
される。
【０１１３】
　このような補助電極１５の形成方法としては、例えば、蒸着法、スパッタリング法、印
刷法、インクジェット法、エアロゾルジェット法等が挙げられる。補助電極１５の線幅は
、光を取り出す開口率の観点から５０μｍ以下であることが好ましく、補助電極１５の厚
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さは、導電性の観点から１μｍ以上であることが好ましい。
【０１１４】
《封止材》
　図１に示すように、有機ＥＬ素子１００において、封止材１７は、当該有機ＥＬ素子１
００の表示領域を覆うように配置されておればよく、凹板状でも、平板状でも良い。また
、透明性及び電気絶縁性は特に限定されない。
【０１１５】
　図１に記載の封止材１７を例に詳細を説明する。封止材１７は、有機ＥＬ素子１００を
覆うものであって、板状（フィルム状）の封止材で、接着剤１９によって樹脂基板１３側
に固定されるものであっても良く、また、封止膜であっても良い。このような封止材１７
は、例えば、図１に例示するように、有機ＥＬ素子１００における第一電極１に接続して
いる取り出し電極１６及び第二電極５ａの端子部分を露出させ、少なくとも有機機能層ユ
ニット３を覆う状態で設けられている。また、封止材１７に電極を設け、有機ＥＬ素子１
００の第一電極１及び第二電極５ａの端子部分と、この電極とを導通させるような構成で
あっても良い。
【０１１６】
　板状（フィルム状）の封止材を構成する材料としては、例えば、ガラス板、ポリマー板
／フィルム、金属板／フィルム等が挙げられる。ガラス板としては、例えば、ソーダ石灰
ガラス、バリウム・ストロンチウム含有ガラス、鉛ガラス、アルミノケイ酸ガラス、ホウ
ケイ酸ガラス、バリウムホウケイ酸ガラス、石英等を挙げることができる。また、ポリマ
ー板としては、例えば、ポリカーボネート、アクリル、ポリエチレンテレフタレート、ポ
リエーテルサルファイド、ポリサルフォン等を挙げることができる。金属板としては、例
えば、ステンレス、鉄、銅、アルミニウム、マグネシウム、ニッケル、亜鉛、クロム、チ
タン、モリブテン、シリコン、ゲルマニウム及びタンタルからなる群から選ばれる一種以
上の金属又は合金からなるものが挙げられる。
【０１１７】
　中でも、素子を薄膜化できるということから、封止材１７としてポリマー基板や金属基
板を薄型のフィルム状にしたものを好ましく使用することができる。
【０１１８】
　更には、フィルム状としたポリマー基板は、ＪＩＳ　Ｋ　７１２６－１９８７に準拠し
た方法で測定された酸素透過度が１×１０－３ｍｌ／（ｍ２・２４ｈ・ａｔｍ）以下、Ｊ
ＩＳ　Ｋ　７１２９－１９９２に準拠した方法で測定された水蒸気透過度（２５±０．５
℃、相対湿度（９０±２）％ＲＨ）が、１×１０－３ｇ／（ｍ２・２４ｈ）以下のもので
あることが好ましい。
【０１１９】
　また、以上のような基板材料は、凹板状に加工して封止材１７として用いても良い。こ
の場合、上述した基板部材に対して、サンドブラスト加工、化学エッチング加工等の加工
が施され、凹状が形成される。
【０１２０】
　また、図１に記載のように、板状の封止材１７を樹脂基板１３側に固定するための接着
剤１９としては、封止材１７と樹脂基板１３との間に挟持された有機ＥＬ素子１００を封
止するためのシール剤として用いられる。このような接着剤１９は、具体的には、アクリ
ル酸系オリゴマー、メタクリル酸系オリゴマーの反応性ビニル基を有する光硬化及び熱硬
化型接着剤、２－シアノアクリル酸エステル等の湿気硬化型等の接着剤を挙げることがで
きる。
【０１２１】
　また、このような接着剤１９としては、エポキシ系等の熱及び化学硬化型（二液混合）
を挙げることができる。また、ホットメルト型のポリアミド、ポリエステル、ポリオレフ
ィンを挙げることができる。また、カチオン硬化タイプの紫外線硬化型エポキシ樹脂接着
剤を挙げることができる。
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【０１２２】
　なお、有機ＥＬ素子１００を構成する有機材料は、熱処理により劣化する場合がある。
このため、接着剤１９は、室温から８０℃までに接着硬化できるものが好ましい。また、
接着剤１９中に乾燥剤を分散させておいても良い。
【０１２３】
　封止材１７と樹脂基板１３との接着部分への接着剤１９の塗布は、市販のディスペンサ
ーを使っても良いし、スクリーン印刷のように印刷しても良い。
【０１２４】
　また、板状の封止材１７と樹脂基板１３と接着剤１９との間に隙間が形成される場合、
この間隙には、気相及び液相では、窒素、アルゴン等の不活性気体やフッ化炭化水素、シ
リコンオイルのような不活性液体を注入することが好ましい。また、真空とすることも可
能である。また、内部に吸湿性化合物を封入することもできる。
【０１２５】
　吸湿性化合物としては、例えば、金属酸化物（例えば、酸化ナトリウム、酸化カリウム
、酸化カルシウム、酸化バリウム、酸化マグネシウム、酸化アルミニウム等）、硫酸塩（
例えば、硫酸ナトリウム、硫酸カルシウム、硫酸マグネシウム、硫酸コバルト等）、金属
ハロゲン化物（例えば、塩化カルシウム、塩化マグネシウム、フッ化セシウム、フッ化タ
ンタル、臭化セリウム、臭化マグネシウム、ヨウ化バリウム、ヨウ化マグネシウム等）、
過塩素酸類（例えば、過塩素酸バリウム、過塩素酸マグネシウム等）等が挙げられ、硫酸
塩、金属ハロゲン化物及び過塩素酸類においては無水塩が好適に用いられる。
【０１２６】
　一方、封止材１７として封止膜を用いる場合、有機ＥＬ素子１００における有機機能層
ユニット３を完全に覆い、かつ有機ＥＬ素子１００における第一電極１及び第二電極５ａ
の端子部分を露出させる状態で、樹脂基板１３上に封止膜が設けられる。
【０１２７】
　このような封止膜は、無機材料や有機材料を用いて構成される。特に、水分や酸素等、
有機ＥＬ素子１００における有機機能層ユニット３の劣化をもたらす物質の浸入を抑制す
る機能を有する材料で構成されることとする。このような材料として、例えば、酸化ケイ
素、二酸化ケイ素、窒化ケイ素等の無機材料が用いられる。更に、封止膜の脆弱性を改良
するために、これら無機材料からなる膜とともに、有機材料からなる膜を用いて積層構造
としても良い。
【０１２８】
　これらの膜の形成方法については、特に限定はなく、例えば、真空蒸着法、スパッタリ
ング法、反応性スパッタリング法、分子線エピタキシー法、クラスターイオンビーム法、
イオンプレーティング法、プラズマ重合法、大気圧プラズマ重合法、プラズマＣＶＤ法、
レーザーＣＶＤ法、熱ＣＶＤ法、コーティング法等を用いることができる。
【０１２９】
《保護膜及び保護板》
　なお、図１においてはその記載を省略したが、有機機能層ユニット３を挟み、樹脂基板
１３と対向する側の面には保護膜又は保護板を設けても良い。この保護膜又は保護板は、
有機ＥＬ素子１００を機械的に保護するためのものであり、特に封止材１７が封止膜であ
る場合には、有機ＥＬ素子１００に対する機械的な保護が十分ではないため、このような
保護膜又は保護板を設けることが好ましい。
【０１３０】
　以上のような保護膜又は保護板は、ガラス板、ポリマー板、これよりも薄型のポリマー
フィルム、金属板、これよりも薄型の金属フィルム、又はポリマー材料膜や金属材料膜が
適用される。このうち、特に、軽量かつ素子の薄膜化という観点からポリマーフィルムを
用いることが好ましい。
【０１３１】
《光取り出し技術》
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　有機ＥＬ素子は、空気よりも屈折率の高い層（屈折率１．６～２．１程度の範囲内）の
内部で発光し、発光層で発生した光のうち１５％から２０％程度の光しか取り出せないこ
とが一般的に言われている。これは、臨界角以上の角度θで界面（樹脂基板と空気との界
面）に入射する光は、全反射を起こし素子外部に取り出すことができないことや、透明電
極ないし発光層と樹脂基板との間で光が全反射を起こし、光が透明電極ないし発光層を導
波し、結果として、光が素子側面方向に逃げるためである。
【０１３２】
　この光の取り出しの効率を向上させる手段としては、例えば、樹脂基板表面に凹凸を形
成し、樹脂基板と空気界面での全反射を防ぐ方法（例えば、米国特許第４７７４４３５号
明細書）、基板に集光性を持たせることにより効率を向上させる方法（例えば、特開昭６
３－３１４７９５号公報）、素子の側面等に反射面を形成する方法（例えば、特開平１－
２２０３９４号公報）、基板と発光体の間に中間の屈折率を持つ平坦層を導入し、反射防
止膜を形成する方法（例えば、特開昭６２－１７２６９１号公報）、基板と発光体の間に
基板よりも低屈折率を持つ平坦層を導入する方法（例えば、特開２００１－２０２８２７
号公報）、基板、透明電極層や発光層のいずれかの層間（含む、基板と外界間）に回折格
子を形成する方法（特開平１１－２８３７５１号公報）、基板と発光体の間に有機層ある
いは基板よりも高屈折率の散乱層を設ける方法などが挙げられる。
【０１３３】
　本発明においては、これらの方法を本発明の有機ＥＬ素子と組み合わせて用いることが
できる。
【０１３４】
　本発明の有機ＥＬ素子は、支持基板（基板）の光取り出し側に、例えばマイクロレンズ
アレイ上の構造を設けるように加工する方法、あるいは、いわゆる集光シートと組み合わ
せることにより、特定方向、例えば素子発光面に対し正面方向に集光する方法により、特
定方向上の輝度を高めることもできる。
【０１３５】
　集光シートとしては、例えば液晶表示装置のＬＥＤバックライトで実用化されているも
のを用いることが可能である。このようなシートとして例えば、住友スリーエム社製の輝
度上昇フィルム（ＢＥＦ）などを用いることができる。プリズムシートの形状としては、
例えば基材に頂角９０度、ピッチ５０μｍの△状のストライプが形成されたものであって
も良いし、頂角が丸みを帯びた形状、ピッチをランダムに変化させた形状、その他の形状
であっても良い。
【０１３６】
　また、有機ＥＬ素子からの光放射角を制御するために光拡散板・フィルムを、集光シー
トと併用しても良い。例えば、（株）きもと製拡散フィルム（ライトアップ）などを用い
ることができる。
【０１３７】
　なお、本発明の有機ＥＬ素子においては、本発明に係る有機機能層ユニット間に、中間
電極を設けた構成であっても良い。
【０１３８】
《有機ＥＬ素子の製造方法》
　本発明の有機ＥＬ素子の製造方法は、一対の電極間に、上記光熱変換材料が含有される
発光層を少なくとも１層含む、発光色が異なる複数の発光層を積層して形成する工程（積
層工程）と、光熱変換材料の極大吸収波長に対応する波長の光を照射することで、光熱変
換材料が含有される発光層を加熱して発光機能を変化させ、発光パターンを形成する工程
（光照射工程）と、を有する。
【０１３９】
　本発明の有機ＥＬ素子の製造方法における積層工程では、樹脂基板上に、第一電極、有
機機能層ユニット及び第二電極等を順次積層して、上記したような有機ＥＬ素子を形成す
る。有機機能層ユニットの形成においては、発光色が異なる複数の発光層を積層する。
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　また、本発明の有機ＥＬ素子の製造方法においては、発光色が異なる複数の発光層のう
ち少なくとも１層に、光熱変換材料を含有させる。具体的には、発光材料及び光熱変換材
料を用いて、従来の成膜方法と同様の方法で成膜を行うことにより、光熱変換材料を含有
する発光層を形成することができる。
【０１４０】
　本発明の有機ＥＬ素子の製造方法における光照射工程では、積層工程により形成された
有機ＥＬ素子の発光面のうち所定領域に対して光を照射し、光熱変換材料が含有される発
光層のうち当該光照射領域を加熱することにより、当該光照射領域の発光機能を変化させ
る。これにより、光熱変換材料が含有される発光層のうち光照射領域において発光輝度が
変化し、発光面に所定形状の発光パターンが形成された有機ＥＬ素子を製造することがで
きる。
【０１４１】
　光照射工程において、照射される光としては、具体的には、例えば、レーザーが用いら
れ、光熱変換材料の極大吸収ピークに合わせて適宜、市販のレーザーから選択することが
できる。レーザーの波長としては、光熱変換材料の吸収ピークに合わせて、近赤外から赤
外領域から選択できるが、特に、７８０ｎｍ以上１１００ｎｍ以下の波長範囲で発光する
レーザーが好ましい。有機ＥＬ素子の透明電極に通常使用されるＩＴＯ電極は、赤外領域
の波長の光を吸収するため、有機ＥＬ素子がＩＴＯ電極を有する場合には、１１００ｎｍ
以上の波長のレーザーではパターン形成しにくい。したがって、その場合には、１１００
ｎｍ未満の波長のレーザーでパターン形成することが好ましい。また、反射電極を用いた
有機ＥＬ素子へのパターン形成は、封止後、反射電極とは反対側の透明電極側から光照射
することが好ましい。反射電極を用いない有機ＥＬ素子へのパターン形成は、陽極、陰極
のどちら側から光を照射して良い。封止後にパターン形成を行う場合は、製造時のタクト
タイムへの影響もないため好ましい。
【０１４２】
　光照射工程において、光の照射方法は、半導体レーザーを用いてコンピュータからの信
号に応じて有機ＥＬパネル上にパターン形成が可能な装置を用いても良い。コンピュータ
からの信号を用いてパターン形成する場合、写真や図柄等の任意の画像を精細にパターン
化することができる。また、ピコ秒レーザーやフェムト秒レーザー等のパルスレーザーを
用いてパターン形成を行っても良い。パルス幅の短いレーザーは周囲への熱の拡散を押さ
えることができるため、層厚の薄い有機ＥＬ素子には好適に使用することができる。
【０１４３】
　また、本発明の有機ＥＬ素子の光照射工程は、有機機能層ユニットを形成した後、封止
処理を施す前でも後でも良い。特に、封止処理を施して有機ＥＬ素子を作製し、当該有機
ＥＬ素子に光照射を行って発光エリアのパターニングを行うことが、封止済みの有機ＥＬ
素子を大気に曝した状態で光照射を行うことができるため、光照射工程の簡略化及び製造
コストの低減を図ることができる。また、有機ＥＬ素子を大気に曝した状態で光照射を行
えるため、減圧密着する等により有機ＥＬ素子を平坦にした状態で光照射工程を行うこと
ができ、精度良く非発光領域を形成することができる観点でも好ましい。
　また、光熱変換材料を含有する発光層を形成した後、当該発光層上に別の層を形成する
前に、当該発光層に対して光照射を行って発光パターンを形成するものとしても良い。
【実施例】
【０１４４】
　以下、実施例により本発明を具体的に説明するが、本発明はこれらに限定されるもので
はない。なお、実施例において「％」の表示を用いるが、特に断りがない限り「体積％」
を表す。
【０１４５】
（有機ＥＬ素子１０１の作製）
　まず、プラズマＣＶＤ法による成膜を行うＣＶＤ装置を用いて、厚さ１８８μｍのＰＥ
Ｔフィルム（東レフィルム加工社製　ポリエチレンテレフタレートフィルム「ルミナイス
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した。
【０１４６】
　その後、陽極として、酸化インジウムスズ（ＩＴＯ；Indium Tin Oxide）を１５０ｎｍ
の厚さで製膜し、パターニングを行った後、このＩＴＯ透明電極を付けた透明支持基板を
イソプロピルアルコールで超音波洗浄し、乾燥窒素ガスで乾燥し、ＵＶオゾン洗浄を５分
間行った。
【０１４７】
　この透明支持基板上に、ポリ（３，４－エチレンジオキシチオフェン）－ポリスチレン
スルホネート（ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ、Ｂａｙｅｒ製、Ｂａｙｔｒｏｎ　Ｐ　Ａｌ　４０８
３）を純水で７０％に希釈した溶液を３０００ｒｐｍ、３０秒でスピンコート法により製
膜した後、１３０℃にて１時間乾燥し、層厚３０ｎｍの正孔注入層を形成した。
【０１４８】
　正孔注入層を形成した後、この透明支持基板を市販の真空蒸着装置の基板ホルダーに固
定した。
　真空蒸着装置内の蒸着用るつぼの各々に、各層の構成材料を各々素子作製に最適の量、
充填した。蒸着用るつぼはモリブデン製又はタングステン製の抵抗加熱用材料で作製され
たものを用いた。
【０１４９】
　次いで、真空度１×１０－４Ｐａまで減圧した後、下記化合物１（ガラス転移点（Ｔｇ
）＝１４０℃）を蒸着し、層厚４０ｎｍの正孔輸送層を形成した。
【０１５０】
【化１】

【０１５１】
　次いで、下記化合物２（Ｔｇ＝１８９℃）が９２体積％、下記化合物３が５体積％、光
熱変換材料としてのイーエクスカラーＩＲ－１４（日本触媒社製）が３体積％となるよう
にそれぞれ蒸着し、青色発光を呈する層厚１０ｎｍの蛍光発光層（青色発光層）を形成し
た。
【０１５２】
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【化２】

【０１５３】
　次いで、下記化合物４（Ｔｇ＝１４３℃）が７９体積％、下記化合物５が２０体積％、
下記化合物６が１体積％となるようにそれぞれ蒸着し、橙色発光を呈する層厚１５ｎｍの
リン光発光層（橙色発光層）を形成した。
【０１５４】

【化３】

【０１５５】
　次いで、上記化合物４を蒸着して、層厚１０ｎｍの正孔阻止層を形成した。
　次いで、下記Ａｌｑ３を蒸着して、層厚３０ｎｍの電子輸送層を形成した。
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【０１５６】
【化４】

【０１５７】
　次いで、ＫＦを蒸着して、層厚２ｎｍの電子注入層を形成した。
　更に、アルミニウムを蒸着して層厚１５０ｎｍの陰極を形成し、有機ＥＬ素子を作製し
た。
【０１５８】
　次いで、上記素子の非発光面をガラスケースで覆い、ガラスケースの周囲にシール材と
してエポキシ系光硬化型接着剤（東亞合成社製ラクストラックＬＣ０６２９Ｂ）を適用し
、これを陰極側に重ねて透明支持基板と密着させ、ガラスケース側からＵＶ光を照射して
硬化させ、封止した。
　なお、ガラスケースでの封止作業は、有機ＥＬ素子を大気に接触させることなく窒素雰
囲気下のグローブボックス（純度９９．９９９％以上の高純度窒素ガスの雰囲気下）で行
った。
【０１５９】
（有機ＥＬ素子１０２の作製）
　有機ＥＬ素子１０１の作製において、橙色発光層を、化合物４が７６体積％、化合物５
が２０体積％、化合物６が１体積％、光熱変換材料としてのイーエクスカラーＩＲ－２０
が３体積％（日本触媒社製）となるようにそれぞれ蒸着して形成した以外は同様にして、
有機ＥＬ素子１０２を作製した。
【０１６０】
（有機ＥＬ素子１０３の作製）
　有機ＥＬ素子１０２の作製において、橙色発光層を形成した後、正孔阻止層を形成する
前に、化合物４が７７体積％、化合物５が２０体積％、光熱変換材料としてのＰＲＯ－Ｊ
ＥＴ８００ＮＰ（富士フイルム社製）が３体積％となるようにそれぞれ蒸着し、緑色発光
を呈する層厚１５ｎｍのリン光発光層（緑色発光層）を形成した以外は同様にして、有機
ＥＬ素子１０３を作製した。
【０１６１】
（有機ＥＬ素子１０４の作製）
　上記有機ＥＬ素子１０１の作製と同様にして、ガスバリアー膜を付与した透明支持基板
上に、陽極として、ＩＴＯ（インジウムチンオキシド）を１５０ｎｍの厚さで製膜し、パ
ターニングを行った後、このＩＴＯ透明電極を付けた透明支持基板をイソプロピルアルコ
ールで超音波洗浄し、乾燥窒素ガスで乾燥し、ＵＶオゾン洗浄を５分間行った。
【０１６２】
　この透明支持基板上に、ポリ（３，４－エチレンジオキシチオフェン）－ポリスチレン
スルホネート（ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ、Ｂａｙｅｒ製、Ｂａｙｔｒｏｎ　Ｐ　Ａｌ　４０８
３）を純水で７０％に希釈した溶液を３０００ｒｐｍ、３０秒でスピンコート法により製
膜した後、１３０℃にて１時間乾燥し、層厚３０ｎｍの正孔注入層を形成した。
【０１６３】



(24) JP 6252590 B2 2017.12.27

10

20

30

40

50

　正孔注入層を形成した後、この透明支持基板を市販の真空蒸着装置の基板ホルダーに固
定した。
　真空蒸着装置内の蒸着用るつぼの各々に、各層の構成材料を各々素子作製に最適の量、
充填した。蒸着用るつぼはモリブデン製又はタングステン製の抵抗加熱用材料で作製され
たものを用いた。
【０１６４】
　次いで、真空度１×１０－４Ｐａまで減圧した後、前記化合物１（Ｔｇ＝１４０℃）を
蒸着し、層厚４０ｎｍの正孔輸送層を形成した。
【０１６５】
　次いで、前記化合物２（Ｔｇ＝１８９℃）が９２体積％、前記化合物３が５体積％、光
熱変換材料としてのイーエクスカラーＩＲ－１４（日本触媒社製）が３体積％となるよう
にそれぞれ蒸着し、青色発光を呈する層厚３０ｎｍの蛍光発光層（青色発光層）を形成し
た。
【０１６６】
　次いで、Ａｌｑ３を蒸着して、層厚３０ｎｍの電子輸送層を形成した。
　次いで、Ｌｉを蒸着して、層厚０．５ｎｍのＬｉ層を形成した後、下記化合物７を蒸着
して、層厚１５ｎｍの正孔注入層を形成した。
【０１６７】
【化５】

【０１６８】
　次いで、前記化合物１を蒸着して、層厚４０ｎｍの正孔輸送層を形成した。
　次いで、前記化合物４（Ｔｇ＝１４３℃）が７９体積％、前記化合物５が２０体積％、
前記化合物６が１体積％となるようにそれぞれ蒸着し、橙色発光を呈する層厚３０ｎｍの
リン光発光層（橙色発光層）を形成した。
　次いで、Ａｌｑ３を蒸着して、層厚３０ｎｍの電子輸送層を形成した。
　次いで、ＫＦを蒸着して、層厚２ｎｍの電子注入層を形成した。
　更に、アルミニウムを形成して層厚１５０ｎｍの陰極を形成し、タンデム型の有機ＥＬ
素子１０４を作製したのち、有機ＥＬ素子１０１と同様に封止をした。
【０１６９】
（有機ＥＬ素子１０５の作製）
　有機ＥＬ素子１０４の作製において、橙色発光層を、前記化合物４（Ｔｇ＝１４３℃）
が７６体積％、前記化合物５が２０体積％、前記化合物６が１体積％、光熱変換材料とし
てのイーエクスカラーＩＲ－２０が３体積％（日本触媒社製）となるようにそれぞれ蒸着
し、形成した以外は同様にして、有機ＥＬ素子１０５を作製した。
【０１７０】
（有機ＥＬ素子１０１～１０５のパターン形成）
　作製した有機ＥＬ素子１０１～１０７に対してレーザー露光装置を用いてパターン形成
を行った。すなわち、有機ＥＬ素子１０１～１０５をドラム支持体上に貼り付け、半導体
レーザーを用いて２．５ｍＷ／ｍｍ２でレーザー露光を行った。
【０１７１】
　ここで、図２Ａ～図２Ｆは、それぞれ有機ＥＬ素子の発光面を示した図であり、図２Ａ
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～図２Ｃは、有機ＥＬ素子の発光面のうちレーザー露光される領域を示している。また、
図２Ｄ～図２Ｆは、当該レーザー露光後の有機ＥＬ素子の発光パターンを示しており、図
２Ｄが発光パターン１、図２Ｅが発光パターン２、図２Ｆが発光パターン３をそれぞれ示
している。
　発光層中に光熱変換材料としてＩＲ－１４（極大吸収波長：８３０ｎｍ）が含有されて
いる場合には、波長８３０ｎｍの半導体レーザーを用いて、図２Ａに示すように領域Ａ及
びＢに光を照射した。
　発光層中に光熱変換材料としてＩＲ－２０（極大吸収波長：９０５ｎｍ）が含有されて
いる場合には、波長９０４ｎｍの半導体レーザーを用いて、図２Ｂに示すように領域Ｂ及
びＣに光を照射した。
　発光層中に光熱変換材料としてＰＲＯ－ＪＥＴ８００ＮＰ（極大吸収波長：７７５ｎｍ
）が含有されている場合には、波長７８０ｎｍの半導体レーザーを用いて、図２Ｃに示す
ように領域Ａ～Ｄに光を照射した。
【０１７２】
（有機ＥＬ素子１０６の作製及びパターン形成）
　有機ＥＬ素子１０１の作製と同様にして、有機ＥＬ素子１０６を作製し、封止した。
　作製した有機ＥＬ素子１０６上に、パターンマスク及び紫外線吸収フィルター（五鈴精
工硝子株式会社製）を配置した状態で減圧密着し、ＵＶテスター（岩崎電気株式会社製、
ＳＵＶ－Ｗ１５１：１００ｍＷ／ｃｍ２）を用いて、図２Ａに示すように領域Ａ及びＢに
樹脂基板側から紫外線を３時間照射し、パターン化した。紫外線吸収フィルターは、３２
０ｎｍ以下の波長成分の光の光透過率が５０％以下のものを用いた。
【０１７３】
（発光色の評価）
　上記のようにして、発光パターンが形成された有機ＥＬ素子１０１～１０６に対して、
発光面の各領域の発光色を目視により確認した。その結果を表１に示す。
　なお、光照射により、積層された複数の発光層の全てにおいて発光機能が変化された領
域、すなわち複数の発光層の全てが非発光となった領域の発光色は、「黒」であるものと
して評価を行った。
【０１７４】
【表１】

【０１７５】
　表１に示すように、本発明の有機ＥＬ素子１０１～１０５は、光熱変換材料を含有する
発光層が選択的に非発光となっており、複数色の発光パターンが形成されていることが確
認できる。
　具体的には、有機ＥＬ素子１０１においては、青色発光層に極大吸収波長が８３０ｎｍ
の光熱変換材料が含有されており、当該有機ＥＬ素子１０１の領域Ａ及びＢに波長８３０
ｎｍの光を照射したことで、領域Ａ及びＢにおいて青色発光層のみを非発光とすることが
できた。したがって、図２Ｄに示すように、領域Ａ及びＢにおいて橙色の発光パターンが
形成され、領域Ｃ、Ｄ及びＥにおいて青色と橙色の混色により白色の発光パターンが形成
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された（発光パターン１）。
【０１７６】
　また、有機ＥＬ素子１０２においては、青色発光層に極大吸収波長が８３０ｎｍの光熱
変換材料が含有され、橙色発光層に極大吸収波長９０５ｎｍの光熱変換材料が含有されて
おり、当該有機ＥＬ素子１０２の領域Ａ及びＢに波長８３０ｎｍの光を照射し、領域Ｂ及
びＣに波長９０４ｎｍの光を照射した。これにより、領域Ａにおいて青色発光層のみを非
発光とし、領域Ｂにおいて青色発光層及び橙色発光層の両方を非発光とし、領域Ｃにおい
て橙色発光層のみを非発光とすることができた。したがって、図２Ｅに示すように、領域
Ａにおいて橙色の発光パターンが形成され、領域Ｃにおいて青色の発光パターンが形成さ
れ、領域Ｄ及びＥにおいて青色と橙色の混色により白色の発光パターンが形成された（発
光パターン２）。なお、領域Ｂは非発光（黒）となった。
【０１７７】
　また、有機ＥＬ素子１０３においては、青色発光層に極大吸収波長が８３０ｎｍの光熱
変換材料が含有され、橙色発光層に極大吸収波長９０５ｎｍの光熱変換材料が含有され、
緑色発光層に極大吸収波長７７５ｎｍの光熱変換材料が含有されている。当該有機ＥＬ素
子１０３の領域Ａ及びＢに波長８３０ｎｍの光を照射し、領域Ｂ及びＣに波長９０４ｎｍ
の光を照射し、領域Ａ～Ｄに波長７８０ｎｍの光を照射したことで、領域Ａにおいて青色
発光層及び緑色発光層を非発光とし、領域Ｂにおいて青色発光層、橙色発光層及び緑色発
光層の全てを非発光とし、領域Ｃにおいて橙色発光層及び緑色発光層を非発光とし、領域
Ｄにおいて緑色発光層のみを非発光とすることができた。したがって、領域Ａにおいて橙
色の発光パターンが形成され、領域Ｃにおいて青色の発光パターンが形成され、領域Ｄに
おいて青色と橙色の混色により白色の発光パターンが形成され、領域Ｅにおいて青色と橙
色と緑色の混色の発光パターンが形成された（発光パターン３）。具体的には、領域Ｅの
発光色は、やや緑がかった白色を呈している。なお、領域Ｂは非発光（黒）となった。
【０１７８】
　有機ＥＬ素子１０４及び１０５においては、青色発光層と橙色発光層の間に他の有機機
能層が介在されていても、各色の発光パターンが形成されていることが示されており、発
光層同士の間に他の有機機能層が介在されている場合においても本発明を適用できること
が示されている。
【０１７９】
　このように、本発明の有機ＥＬ素子は、用いられる発光材料に制限がなく、２色以上の
発光パターンを有することが示された。
【０１８０】
　これに対し、比較例の有機ＥＬ素子１０６では、紫外線照射により領域Ａ及びＢにおい
て青色発光層と橙色発光層の両方が非発光となっており、２色以上の発光パターンが形成
されないことが示されている。
【産業上の利用可能性】
【０１８１】
　以上のように、本発明は、用いられる発光材料に制限がなく、２色以上の発光パターン
を有する有機エレクトロルミネッセンス素子、及びそのような有機エレクトロルミネッセ
ンス素子を製造する有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法を提供することに適し
ている。
【符号の説明】
【０１８２】
　１　　　第一電極
　１ａ　　下地層
　１ｂ　　電極層
　３　　　有機機能層ユニット
　３ａ　　正孔注入層
　３ｂ　　正孔輸送層
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　３ｃ　　発光層
　３ｄ　　電子輸送層
　３ｅ　　電子注入層
　５ａ　　第二電極
　１３　　樹脂基板
　１３ａ　光取り出し面
　１５　　補助電極
　１６　　取り出し電極
　１７　　封止材
　１９　　接着剤
　１００　有機ＥＬ素子
　ｈ　　　発光光

【図１】 【図２Ａ】

【図２Ｂ】
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【図２Ｄ】

【図２Ｅ】

【図２Ｆ】
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